児童家庭支援センターによる家庭児童相談室へのサポートに関する研究 : H 市における取り組みへの調査結果 by 藤田 美枝子 & Mieko FUJITA
児童家庭支援センターによる家庭児童相談室への
サポートに関する研究
―H 市における取り組みへの調査結果―
藤田　美枝子
聖隷クリストファー大学社会福祉学部
	
A Study of Support to municipalities of 
Family Support Center 
Mieko	FUJITA
抄録
J 児童家庭支援センターは、Ｈ市７区の家庭児童相談室のケース支援等への助言を主にしたサポー
トを行っている。そのサポートについてサポートを受ける側へアンケート調査と聴き取り調査を行っ
た。本稿では、調査結果を報告する中で、児童家庭支援センターの市町村支援の一つのモデルとして
J児童家庭支援センターの取り組みを紹介し、その取り組みへの家庭児童相談室職員からの評価を示
した。調査から、Ｈ市家庭児童相談室の業務における困難点等が明らかにされ、J児童家庭支援セン
ターの家庭児童相談室へのサポートが大変有効にコンサルテーションとしての機能を果たしているこ
とが明らかになった。
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Ⅰ．研究の背景
１．問題意識とこれまでの研究
児童家庭支援センターは、1997 年の児童福
祉法改正で制度化された。その背景には、子ど
もや家庭をめぐる問題が複雑・多様化しており、
それらへの対応には地域におけるきめ細やかな
支援が必要とされ、児童相談所だけでは担うこ
とができないという状況があった。その結果、
児童家庭支援センターには児童相談所の補完的
機能を果たすことが期待された。
その後 2004 年の児童福祉法の改正では、増
加する子ども虐待への対応のため市町村が子ど
もと家庭の相談を担うこととなり、児童相談所
は相談の中でも子ども虐待など「専門的知識及
び技術」を必要とするものに応ずることとなっ
た。この改正に沿って、「児童家庭支援センター
設置運営要綱」（以下、「設置運営要綱」とする）
が 2009 年および 2011 年に改正され、児童家庭
支援センターの業務は、児童相談所と同様に「専
門的知識及び技術」を必要とする相談に応じ、
それをもって市町村の求めに応じた支援を展開
することとなった。
しかし、筆者らが 2013 年に行った調査結果
から判ったことは、全国の児童家庭支援セン
ターの現状は必ずしも一律ではなく、改正され
た設置運営要綱に沿った活動を充分に展開でき
ていないところが少なくない、という点であっ
た。特に、設置運営要綱では「専門的知識及び
技術」を用いて相談援助や市町村支援を展開す
ることとしているが、その在り方が不鮮明であ
ることが判った（藤田他，2015）。
そこで、2015 年には、全国の児童家庭支援
センターが「専門的知識及び技術」を必要とす
るケースへの支援をどのように行っているのか
を調査した。市町村の要保護児童対策地域協議
会（以下、「要対協」とする）への関与と子ど
も虐待ケースへの支援内容についてのアンケー
トを実施した。その結果、児童家庭支援センター
の相談ケースにおける要対協管理ケースの割合
は、4.0％と予想よりも低いものであった。こ
れは、設置運営要綱に基づく役割を充分に果た
せていないことを示していると思われた。市町
村の要対協管理ケースへの支援を活発に行うこ
とで、その専門性を発揮する方向性が今後の児
童家庭支援センターの課題であると考えた。ま
た、児童家庭支援センターの子ども虐待ケース
への対応の特徴が明らかとなり、有利な点と困
難点が抽出された（藤田他，2017）。
２．H市におけるJ児童家庭支援センター
H市は７つの区から成る人口約 80 万人の政
令指定都市として 2007 年にスタートした。子
どもと家庭に関する相談窓口は、各区福祉事務
所の家庭児童相談室へ置かれている。2015 年
度の相談対応件数は、７区全体で約 1,500 件で
あった。
2013 年に、NPO法人ＫはH市から児童家庭
支援センター事業を受託した。このNPO法人
Ｋは、2011 年に子どもおよび家庭への支援者
をサポートする「支援者への支援」を目的とし
て、児童相談所の退職者らを中心として立ち上
げられたものである。当初から、相談機関や児
童福祉施設の支援者たちを対象とした研修、家
庭児童相談室が担当する在宅の困難事例や要対
協の運営等に関する助言等を行ってきた。そう
した活動を２年間継続した後に、J児童家庭支
援センターの開設に至った。
J児童家庭支援センターの構成員は、相談員
４名（その内、３名が元児童福祉司）、心理職
３名（常勤 1名、非常勤２名）の７名である。
開設までの経過から、中心的業務の一つとして
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各家庭児童相談室へ対するサポートを展開する
こととなった。
そのサポートの具体的内容は、①月１回半日、
福祉事務所を訪問し家庭児童相談室の支援ケー
スの内で困難をきたしているケースへの助言を
行う（いくつかの福祉事務所では、ここへ母子
保健所管課も困難ケースを持って参加）、②要
対協の基幹会議（代表者会議、実務者会議、登
録ケース進行管理会議）及び関係する個別ケー
ス検討会議へ参加する、③要請に応じて、個別
ケース会議への参加、家庭訪問への同行、保護
者面接への陪席等を行う、の３点である。J児
童家庭支援センターの 2015 年度実績を見ると、
①については、年間 84 回で 638 ケースへの助
言を行い、②では、代表者会議２回、実務者会
議 14 回、進行管理会議 96 回、個別ケース検討
会議 15 回であった。こうした児童家庭支援セ
ンターによる市町村支援は、先行研究にも見当
たらないことから、新しい取り組みとして考え
られる。
本稿では、H市７区の家庭児童相談室職員へ
J児童家庭支援センターのサポートに関してア
ンケート調査を行い、その結果を報告する。そ
れと同時に、児童家庭支援センターによる市町
村支援として、何が必要とされているかについ
て具体的内容を示すものである。
Ⅱ．目的と方法
１．目的
本研究は、J児童家庭支援センターが行って
いるH市家庭児童相談室へのサポートの効果
を明らかにすることを目的とする。
２．方法
（１）アンケート調査
対象：Ｈ市における７区役所内の福祉事務所
の家庭児童相談室職員 28 名（各区の
人口と家庭児童相談室の人員を表１に
示す）
期間：2016 年８月初めから８月末
方法：J児童家庭支援センターのサポートに
ついてのアンケート調査票を各家庭児
童相談室へ配布する。アンケートの内
容は、対象者の属性の他、６つの設問
から構成されている。調査に同意する
対象者には、無記名で回答後、同封の
切手を貼った返信用封筒に入れて返送
してもらう。
（２）	聴き取り調査
対象 : Ｈ市内の７区役所にある福祉事務所内
の家庭児童相談室（社会福祉課）の家
庭児童相談グループ長７名（アンケー
ト調査対象者でもある）
期間：2016 年９月初めから９月末
方法：J児童家庭支援センターの家庭児童相
談室へのサポートについて半構造的質
問紙（４項目の内容）を用いた面接を
訪問して行う。対象者の許可を得るこ
とができた場合は、面接内容を IC レ
コーダーへ録音する。録音の許可が得
られなかった場合は、面接内容を筆記
する。
　　　　 表１　Ｈ市家庭児童相談室の構成
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３．倫理的配慮
本研究は、聖隷クリストファー大学の倫理委
員会の承認を得て行った。調査を行うに当たっ
ては、Ｈ市の家庭児童相談室を所管する子育て
支援課および７区の社会福祉課へ出向き、本調
査の趣旨とともに機関や個人を特定することな
く結果の処理を行うことを説明し、調査実施の
了解を得た。対象者へは、調査に関する説明文
を添えて同意の場合は回答をお願いした。
Ⅲ．結果　
１．アンケート調査
アンケートは 28 名中 26 名が回答し、回収率
は 92.9％であった。
（１）回答者の属性
①年齢
年代ごとの人数は、表２のとおりであった。
②保有している資格（複数回答可）
最も多かったのは、児童福祉司任用資格およ
び保健師で各 14 名（53.8％）であった。次に
多い順では、社会福祉主事・幼稚園教諭・精神
保健福祉士・教員でそれぞれ３名、社会福祉士・
心理士・保育士でそれぞれ２名、特に資格なし
と答えたのは１名であった（表３）。
③勤務形態
勤務形態は、表４のとおりであった。
④	勤務年数
勤務年数の１年未満の職員をA群、１年以
上３年未満をB群、３年以上５年未満をC群、
5年以上をD群とした。各群の人数は表５のと
おりであった。
（２）主な業務
主な業務として３つ選択した集計と勤務年数
（A群～D群）とのクロス集計を表６へ示した。
全体において選択されていたものは、多い順
に「要対協の運営」18 名、「通告への初期対応」
16 名、「３回以上続く継続指導」14 名、「1～ 2
回で終わる助言指導」13 名、「業務に関する事
務」11 名、「他の職員への助言」４名であった。
　　　　    表 4　勤務形態
　　 表 5　勤務年数
　　　　   表２　年齢
　　  表３　保有している資格
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勤務年数ごとに見ると、A群では「1～ 2 回で
終わる助言指導」が 71.4％と多く、B群では「通
告への初期対応」が 83.3％と多かった。C群と
D群では、「要対協の運営」が最も多かった。
（３）ケース支援で困難なこと
ケース支援で困難と思われるもの３つを選択
した集計と、勤務年数とのクロス集計を表７へ
示した。全体において多い順では、「他機関と
の連携」14 名（53.8％）、「リスクアセスメント」
と「ケースの見立て」が共に 13 名（50.0％）、
「通告への初期対応」と「親への支援」が 10 名
（38.5％）、「子どもへの支援」４名（15.4％）、「要
対協の運営」３名（11.5％）、「ケースの調査」
を選択する人はいなかった。
次に、勤務年数との関係で見ると、A群で
は、最も困っている内容は 4項目で「通告への
初期対応」（42.9％）、「支援に必要な法や制度」
（42.9％）、「親への支援」（42.9％）、「他機関と
の連携」（42.9％）であった。B群で最も困っ
ている内容は、２項目で「通告への初期対応」
（66.7％）と「リスクアセスメント」（66.7％）
であった。C群では、「リスクアセスメント」
（75.0%）であった。D群では、「他機関との連
携」（77.8％）で次は「ケースの見立て」（66.7％）
であった。
（４）連携が難しい機関
連携が難しい機関を３つ選択した集計と勤務
年数とのクロス集計を表８へ示した。全体で
最も多かったものは「児相との連携」で 20 名
（76.9％）があげていた。次は、「精神科との連
携」が 19 名（73.1％）、「学校との連携」が 14
名（53.8％）、「その他」が６名（23.1％）、「保
育園との連携」と「保健との連携」が共に 4
名（15.4％）、「幼稚園との連携」と「児童精神
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　　表６　主な業務と勤務年数
 表７　ケース支援で困難なこと
群（6） 群（4） 群（9） 全体（26）
（　）内は、各群の人数を示す。
群（7）
（　）内は、各群の人数を示す。
A群（7） B群（6） C群（4） D群（9） 全体（26）
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科との連携」が共に３名（11.5％）、「小児科と
の連携」が２名（7.7％）、「産科との連携」が 1
名（3.8％）であった。
次に、勤務年数との関係をみると、A群で
最も連携が困難であると感じているのは学校
（85.7%）で、その次が児童相談所（71.4%）で
あった。B群では、児童相談所と精神科が共に
83.3% で最多であった。C群でも、児童相談所
と精神科の両方を全員があげていた。D群で最
も多かったのは、精神科との連携（88.9%）で、
次に児童相談所（66.7％）であった。
（５）連携の困難点
連携の困難点として２つの項目を選択した集
計と勤務年数とのクロス集計を表９へ示した。
全体で多かったのは、「見立てや方針の一致」
と「役割分担について」であった。特に、B群
と D群の全員が「見立てや方針の一致」を選
択し、A群とC群の全員が、「役割分担について」
を選択していた。D群においては、「情報の共有」
も「役割分担について」と同程度あげられてい
た。
（６）困った時の相談先
ケース支援において困った時の相談先を３つ
あげてもらったところ全体では多い順に「上
司に相談する」23 名（88.5％）、「同僚に相談す
る」20 名（76.9％）、「児童家庭支援センターへ
相談する」14 名（53.8％）、「児童相談所へ相談
する」９名（34.6％）、「他機関へ相談する」６
 　　表８　連携が難しい機関
 表９　連携の困難点
（　）内は、各群の人数を示す。
A群（7） B群（6） C群（4） D群（9） 全体（26）
（　）内は、各群の人数を示す。
A群（7） B群（6） C群（4） D群（9） 全体（26）
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名（23.1％）、「なるべく自分で解決する」２名
（7.7％）、その他が１名であった。児童家庭支
援センターは、全ての群において選択されてい
たが、特に B群と C群においては二番目に多
かった（表 10）。
（７）児童家庭支援センターのサポートへの評
価（表 11）
①まず、サポート内容の各項目について、J児
童家庭支援センターからサポートを受けたこ
とがあるかについて聞いた。回答者 26 人全
員が受けたと答えたのは「ケースのリスクの
判断について助言する」と「ケースの見立て
について助言する」であった。次に 25 人が
受けたと答えたのは「要対協進行管理会議に
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 表 10　困った時の相談先
 表 11　児童家庭支援センターのサポートへの評価
（　）内は、各群の人数を示す。
A群（7） B群（6） C群（4） D群（9） 全体（26）
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おいて助言する」、23 人が受けたのは「他機
関との連携の要点について助言する」と「そ
の他、ケース支援で困っている時、どうすれ
ばよいか助言する」、22 人が受けたのは「相
談に必要な制度を紹介する」と「個別ケース
会議において助言する」であった。
②次に、①の受けているサポートについて役
立っている程度を「とても役立っている」か
ら「役立っていない」までの５段階尺度で聞
いた。その結果、サポートを受けた人の中で
「とても役立っている」と「まあまあ役立っ
ている」を足した割合が 95％以上で高かっ
た項目は、「ケース支援で困っているとき、
どうすればよいか助言する」「保護者との面
接に陪席する」「ケースのリスクの判断につ
いて助言する」「ケースの見立てについて助
言する」「要対協進行管理会議において助言
する」の５項目であった。次に、役立ってい
る割合が 95％未満から 85％以上では、「要対
協の運営について助言する」「相談に必要な
制度を紹介する」「調査について助言する」「他
機関との連携の要点について助言する」「個
別ケース会議において助言する」の５項目で
あった。最も値が低かったのは「家庭訪問に
同行する」の項目で 83.3％であった。
２．聴き取り調査
７区の各家庭児童相談グループ長へ個別的に
４点について聴き取った内容を逐語録に起こ
し、同様な内容をまとめ箇条書きにした。
（１）	家庭児童相談室の業務と活動の現状
・子ども虐待のかなり重いケースへも対応して
いる。
・養護相談が約4分の3を占めている。
・母子保健との連携や連絡調整が密なところで
は、特定妊婦のケースが多くあがっている。
母子手帳の発行時から母子保健でケースへ対
応することが大切である。
・子ども虐待への対応は、母子保健だけでは十
分でないので、母子保健へ福祉の見方を入れ
ていくことが必要。ハイリスクのケースにつ
いて児童相談所が使っているフェイスシート
を作成して記録に残し、児童家庭支援セン
ターのサポート会議へ気になるケースを出す
ことで、早期支援が可能となる。
・学校から通告があった時に、親へのアプロー
チの方法を質問されることがある。学校では
保護者へ「どうしたのか？」と聞くことは自
然なことだと思うが、理解されていないこと
がある。
・保護者が虐待を認めない時が困難である。家
庭児童相談室で対応できない場合は、再三児
童相談所へ言うが、軽いケースは受け取って
もらえない。
・危機管理には重点を置いているが、送致して
しまうと親との関係が断たれてしまうという
ことがあるので、送致をためらうこともあ
る。ネグレクトの場合、毎日訪問したケース
もある。
・ケース数の多さに比べ職員が少ない。欠員も
いるので、体制が厳しい。
・家庭児童相談室には、リスクアセスメント等
の判断を聞けるスーパーバイザーがいない。
（２）	児童家庭支援センターが役立つ点
・児童家庭支援センターの月一回のサポートは
大変有効。なくてはならない存在でありがた
い。上司は専門職ではない。
・ケースで見落としている点、アプローチの仕
方、ケースの対応等についての助言が役立っ
ている。
・児童相談所のOBであることから経験が豊か
で具体的な助言が可能である。
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・組織と組織（他の課、児童相談所、医療機関
等）の関係調整をしてくれる。児童相談所へ
一緒に行ってくれることもある。
・関係機関とのケース会議で客観的な意見や中
立的な整理をしてくれる。
・学校や園の先生への話をしてくれる。他機関
へケースの説明をしてくれる。
・個別ケース検討会において最新で専門的な論
文等から判ったことを教えてくれる。
・ケース対応の動きや視点がわからない時や
ケースに逆切れされた時の対応方法、根拠と
なる法律等を教えてくれる。
・家庭訪問へのスーパーバイズをしてくれる。
・電話で確認をすると「大丈夫」と言って貰え
る。自分の主張の確認や後押しになる。
・判断が困った時やケースが行き詰った時に電
話で聞ける。夜間でも受けてくれるので助か
る。
・家庭児童相談室に男性職員がいないので、
ケースの父親との面接等へ同席してくれて助
かる。
・連絡会や研修会での講師をお願いしている。
（３）児童家庭支援センターに今後取り組んで
ほしい支援
・今の継続で良い。
・月1回のサポートだけでなく、電話でも随時
聞いてくれるのが、特にありがたい。
・進行管理や送致の判断等を継続してほしい。
・健康つくり課（母子保健）も一緒にサポート
を受けて進行管理を行ってもらえることが役
に立つ。
・これまでとおり丁寧な対応を続けてほしい。
母子保健へもサポートしてほしい。
・児童家庭支援センターに何ができるのか、具
体的なメニューを示してほしい。
・保護者（母親だけでなく父親も）へのペアレ
ントトレーニングをやってほしい。
・児童家庭支援センターでなく児童相談所なの
かもしれないが、虐待する親へのグループ指
導をやってほしい。親が気持ちを語る場がほ
しい。
・児童家庭支援センターのNPO	がやる研修へ
参加したいが、土日夜間は参加できない。託
児があればいい。業務中の昼間に研修をやっ
てもらいたい。
・もっと研修の場があったらいい。
（４）今後の家庭児童相談室の在り方について
の意見
・虐待対応にはケースワーカーが必要。児童相
談所は虐待に特化している。家庭児童相談室
の役割は何か？充実の方向が出ていない。
・家庭児童相談室は母子保健と一緒にやる体制
が必要である。
・家庭児童相談室の課題は、家庭児童相談室だ
けのことではなく市全体のことである。件数
の増加、児童福祉法の改正などへの対応を検
討することが必要。
・家庭児童相談室の課題としては制度的な役割
を明文化してほしい。あいまいである。保健
師だけでなくソーシャルワーカーが必要であ
る。
・児童福祉の専門は児童相談所であり、家庭児
童相談室はサービスの提供をするが、見立て
と送致の判断もするので、スーパーバイズは
必須である。
・スーパーバイズの専任がほしい。職員が増え
てほしい。
・児童相談所は後方支援を行ってくれない。と
てもできない状況である。
・児童相談所へケースを送致する場合、なかな
か受け取ってもらえないので手間がかかりす
ぎる。送致のタイミング等のルールがあった
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方がいい。
・主管課や児童相談所は家庭児童相談室の現場
のことをもっと知ってほしい。区の声を吸い
上げてほしい。
・主管課には、母子保健と福祉のことがわかっ
ている人材が必要である。
・児童相談所の経験者が、家庭児童相談室と主
管課に必要である。
・女性職員が多いので、男性が必要。児童相談
所からの異動があってほしい。
・各区の家庭児童相談室の職員が7人から8人く
らいに増えて相談できるといい。
・児童相談所に心理診断をしてもらって返して
もらうというケースもあったらいい。ケース
について心理士と話す機会がないので、もっ
と子どもについての専門的助言がほしい。
Ⅳ．考察および今後の課題
１．Ｈ市家庭児童相談室の構成員の特徴
子ども虐待に関する相談等に対応する市区町
村の窓口について、厚生労働省の「市区町村の
児童家庭相談業務の実施状況等の調査報告（平
成 24 年４月１日現在）」では、全国で児童福祉
主管課が 49.3％で最も多く、次が児童福祉・母
子保健統合課 23.2％、家庭児童相談室は 14.2％
と３番目である。その内、指定都市・児童相
談所設置市だけを見ると、家庭児童相談室が
45.5％と約半数を占めており、最多である。Ｈ
市でも、児童家庭相談の主たる相談窓口を各区
福祉事務所の家庭児童相談室としている。
こうした相談窓口の職員の専門資格につい
て、先の厚労省の調査では、全国の指定都市・
児童相談所設置市の相談窓口の職員で児童福祉
司と同様の資格を有するもの（児童福祉司任用
資格）は、12.9％（医師・社会福祉士・精神保
健福祉士を除く）である。また、関川・松田
（2013）による大阪府家庭児童相談室への調査
結果では、多い順に社会福祉士（38.8％）、心
理士（28.2％）、保育士（18.8％）、教員（14.1％）、
精神保健福祉士（5.9％）、保健師（4.7％）、児
童福祉司任用資格（3.5％）であった。これら
と比較すると、Ｈ市では常勤のグループ員 18
名の内、14 名が保健師でその割合が 77.8％と
高い、それら全員が児童福祉司任用資格を有し
ている、という専門職が多く配置されている特
徴がある。
２．Ｈ市家庭児童相談室の業務における困難点
（１）ケース支援における困難と課題
ケース支援で困難なことは、「他機関との連
携」、「リスクアスメント」、「ケースの見立て」
の３つを職員の半分以上があげていた。勤務年
数ごとで見ると、１年未満のA群の職員では、
「通告への初期対応」、「支援に必要な法や制度」、
「親への支援」、「他機関との連携」と困難と思
われるものが多岐にわたっており、相談援助活
動において戸惑うことが多いと感じられた。１
年以上３年未満の B群では、「通告への初期対
応」と「リスクアスメント」、３年以上 5年未
満の C群では、「リスクアセスメント」へ集中
していた。経験が増すにつれて、子ども虐待ケー
スへのリスクアセスメントが重要で難しい業務
であることが判る。また、５年以上のD群では、
「他機関との連携」をあげる職員が最多であっ
た。経験のある職員が、他機関と連携をする際
に困難を抱えていることがわかった。
また、聴き取り調査の中で、母子保健の部署
との協働ができている場合は、ハイリスクな
ケース等に早く気付くことができる点があげら
れていた。児童家庭支援センターのサポートを
家庭児童相談室（社会福祉課）だけでなく母子
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保健も加わって受けている区では、連携が円滑
となり児童虐待の早期発見や予防がしやすいと
のことだった。全ての区において、母子保健と
の協働体制が築かれることで、子ども虐待への
予防的取り組みが進むものと考える。
（２）連携における困難と課題
連携が難しい機関の一番としてあげられたの
は、児童相談所であった。Ｈ市児童相談所は、
2007 年に政令指定都市となった時に設置され、
各区の福祉事務所へは、家庭児童相談室が位置
付けられた。増加する子ども虐待をはじめとす
るケース対応のためには、各区の家庭児童相談
室と児童相談所との連携の強化は欠かせない。
連携を困難にしている要因が何であるのか、改
善するために必要なルールは何か等について明
らかにすることが必要であろう。二番目に連携
が困難な機関としてあげられていたのは、精神
科であり、B群、C群、特に５年以上の D群
で高かった。子どもを対象とする児童精神科と
は連携が取りやすいことと対照的に、その保護
者が関わる精神科との連携が円滑にはいかない
現状がある。2016 年５月の児童福祉法改正に
おいて公的団体だけでなく民間の医療機関等も
情報提供できるとされたことから、連携の円滑
化を期待したい。三番目にあげられた学校につ
いては、特に経験の少ないA群の職員が連携
の困難さを感じていた。ケース支援において学
校訪問や連絡調整を図る等の場面で、家庭児童
相談室という福祉の立場と教育現場の立場の相
違に遭遇していると思われた。
次に、連携における困難点では、「見立てや
方針の一致」と「役割分担について」の２項目
が高かった。他機関との連携の際に、そのケー
スをどう見立て方針を立てるか、という専門性
ががまさに重要なポイントとなる。こうした専
門性を高めていくことで、他機関との役割分担
が円滑になると考える。
また、困った時の相談先としては、身近な同
僚と上司が多かったが、三番目として児童家庭
支援センターが位置付けられていた。こうした
ことは、日頃の児童家庭支援センターのサポー
トによって、信頼感が得られていることや効果
が実感されている結果と考えられる。
３．J児童家庭支援センターのH市家庭児童
相談室へのサポートについて
今回のアンケート調査において J児童家庭支
援センターのサポートへの評価を聞く 11 の質
問項目（表 11）は、実際に J 児童家庭支援セ
ンターの相談員から、行っているサポート内容
を聴き取り整理したものである。結果では、こ
の 11 項目の全てについて、80％以上の職員が
「役立っている」と答え、高い評価であった。
前述したように、家庭児童相談室はケースへの
支援をめぐって様々な困難に遭遇している。こ
れらの評価は、J児童家庭支援センターがH市
家庭児童相談室のニーズに良く応えていること
を表していると言える。11 項目の一つずつが、
考察２で述べた家庭児童相談室の困難へ対応す
る内容であった。中でも、全員が「サポートを
受けた」とあげた項目は、「ケースのリスクの
判断についての助言」と「ケースの見立てにつ
いての助言」であり、これらは業務内容の困難
点としてあげられていた中心的なものであっ
た。
さらに、家庭児童相談室の相談活動において
ソーシャルワークの視点からのスーパーバイズ
が必要とされていることは、聴き取り調査から
もわかった。その内容から、現在、J児童家庭
支援センターの行う助言で役立っているもの
は、ケースで見落としている点やアプローチの
仕方、ケースへの対応方法、組織と組織（他
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の課、児童相談所、医療機関等）の関係調整、
関係機関とのケース会議での客観的な意見や中
立的な整理等、多岐にわたるソーシャルワーク
の領域であった。J児童家庭支援センターの職
員が、児童相談所の児童福祉司の経験者である
ことも役立っている要因の一つであると思われ
た。
また、J児童家庭支援センターのサポートを
受けることで「またやってみようと元気になる」
「これでいいのだと安心する」という発言が、
聴き取り調査の中で何回か聞かれた。J児童家
庭支援センターの実践は、最前線に立つ職員に
対して、安心感を与えることやエンパワメント
することへ繋がっていることがわかった。この
ようなサポートは、専門職へ他の機関の専門職
から対等の立場で行う、コンサルテーションと
して位置付けられる。コンサルテーションとは、
「困難な問題に直面している相談者に、その問
題や課題を評価・整理し、解決に向けて相談者
の力量を引き出すための支援を行う相談」（国
立特別支援教育研究所）と定義されている。
ところで、今後 J児童家庭支援センターへ取
り組んでほしいこととして、研修と保護者への
グループ支援があげられていた。研修について
は、「家庭児童相談室では研修の機会が少ない」
という意見が多かったことから、スキルアップ
へつながる研修の開催は、H市として取り組む
必要があろう。また、グループ支援については、
ペアレントトレーニングや虐待してしまう母親
のグループケア等があげられていた。児童家庭
支援センターには心理職が配置されていること
から、グループケアの実践を全国で行っている
センターもある。今後、こうした市区町村の多
様な要望を丁寧に聞きとり、それらへどのよう
に応えていくのか、十分に議論の必要があるだ
ろう。児童家庭支援センターは、設置数の少な
さを初めとして人員や予算の制限がある中、設
置運営要綱に沿った標準的活動や優先すべき課
題について、全体的なコンセンサスが必要に
なっていると考える。
４．今後の研究における課題
今回の調査は、J児童家庭支援センターによ
るＨ市の家庭児童相談室へのサポートに関する
ものである。よって、この結果には限界がある
ものの、以下の２点が明らかにされた。１点目
は、市区町村が遭遇している困難点から、専門
的支援として児童家庭支援センターへ求められ
る内容を明らかにしたこと、２点目は、児童家
庭支援センターが実践する一つの効果的な市区
町村支援のモデルを提示したことである。
2016 年 5 月の児童福祉法改正により、子ど
も虐待について発生予防から自立支援まで一連
の対策の強化等が図られ、市区町村は要対協を
中心に在宅支援の拠点として、今後その役割が
飛躍的に増加すると思われる。そこで、今回示
した J児童家庭支援センターによる市区町村へ
のコンサルテーションの取り組み等は、ますま
す重要性を増すものと考える。
ところで、こうした J児童家庭支援センター
の実践は、先にも述べたようにNPO法人Kの
「支援者への支援」というコンセプトに基づい
てスタートした。全国の 114 ヵ所（2016 年 10
月現在）の児童家庭支援センターを見ると、そ
の設立の経緯や取り組み内容は様々であるが、
児童福祉施設を基盤として同一敷地内へ付置さ
れているセンターが 92 ヵ所、施設から独立し
て設置されているセンターが 15 ヵ所である（全
国児童家庭支援センター協議会 2016 調べ）。一
方、J児童家庭支援センターの様な単独設置は、
2012 年以降の設立で５ヵ所のみである。今後、
こうした設置形態による活動の違いにも焦点を
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当てながら、児童家庭支援センターの役割につ
いて明らかにしたい。
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